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公文書管理条例と自治体アーカイブズ機関

一条例等にみる地域資料へのスタンス-

はじめに

筆者は平成25年11月に開催された第39回全

国(東京)大会の大会テーマ研究会において

報告を行った。大会テーマは「地域社会とと

もに歩むアーカイブズ一公文書管理法時代の

資料保存」であった。同一テーマでの3年目

であり、過去2年は自治体における公文書管

理の制度・体制について議論されてきた。そ

れに対し、 今回のサブテーマは、「公文書管

理」ではなく「資料保存」である。公文書を

含む地域の記録資料全体の保存利用につい

て、公文書管理法という法制の存在を前提と

して考えようとするものと理解し、報告題は

「文書館における公文書管理と資料保存」と

した。

報告は2部構成とし、前半では筆者が所属

する埼玉県について、公文書管理制度と県立

文書館による資料保存との関係について、公

文書管理法への対応も含めて報告した。ま

た、後半では公文書管理法制定後に管理条例

を制定した、あるいは文書館・公文書館を新

設した自治体の条例等を取りあげ、それらの

アーカイブズ機関における公文書管理と資料

保存の関係を比較して考察することとした。

しかしながら、時間の制約もあり、 後半につ

埼玉県立文書館 太田 富康

いては用意したすべての機関を取りあげるこ

ともできず、報告内容自体も不十分なものと

なった。 その報告内容は会報大会特集号に報

告者自身が原稿化することになっているが、

報告前半をまとめるだけで所与の原稿枚数を

使い果たしてしまう結果となった。本稿は、

かかる事情から、報告後半で用意した内容を

改めて誌上で報告するものである日。埼玉県

に関する報告前半については、平成26年3月

発行予定の『会報J第95号を参照いただきた
It、。

なお、本稿では以下、紙幅を節約し、混乱

と煩雑さを避けるため、必要な場合を除き、

各自治体で名称の異なる公文書管理条例を

「管理条例」、文書館、公文書館等の機関を

「アーカイブズ機関J、歴史資料として重要
な公文書を「歴史的公文書」で表現し、公文

書等の管理に関する法律 (平成21年法律第66

号)を 「公文書管理法」または「管理法」、

地方公共団体を 「自治体」と省略表記するこ

ととする。

1 公文書管理法と自治体の固有性

管理法は第34条で、自治体の努力義務規定

を設けている。そこでは、法の趣旨に則った
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公文書管理の整備が求められているが、その

具体的な制度設計を画一的に強いるものでは

ない。自治体によってその置かれた状況やこ

れまでの取り組みの状況は、それぞれに異な

る。管理法も国立公文書館の存在等を前提と

した、国の既存制度をベースにした制度設計

といえ、それをそのまま自治体に持ち込んで

もうまく機能するとは限らない。これまでの

歴史的公文書管理に対する取り組みの有無や

程度、その際のアーカイブズ機関の有無、あ

るいはその代替組織や方法などは様々であ

る。一方で、いずれの自治体も財政状況が厳

しい中での現実的な対応を考えると、全く新

しい理想的な制度や組織を求めることも難し

い。そうであるならば、既存ベースの差異は

十分に考慮され、活かされる必要があるだろ

う。単独の組織で歴史的公文書の移管受入か

ら利用提供までの管理を担うことが困難であ

れば、全庁的な視野の中での分担もひとつの

方法であろう。

この点は、公文書以外の記録資料を含めた

資料保存に視野を拡げたときには一層であ

る。これまで各自治体で歴史的公文書の保存

や利用提供を担ってきた文書館や自治体史編

さん室、あるいは、図書館、博物館・資料館

等の多くは公文書だけを対象にしてきたわけ

ではない。そして、その組織の設置条例上の

目的の多くは社会教育やより広義の教育・文

化の発展への寄与などであったであろう。そ

のなかで、公文書は自らの組織アーカイブズ

であり、その利用目的は行政利用から権利擁

護のための証拠的利用、学術利用、学校教材

まで、多様で限定されることのないものであ

ること、そして自治体側からみれば挙証説明

責任を果たすものであること、などは理解さ

れてきたが、非現用文書として公文書管理か

らは切り離された資料であり、制度であった

といえよう。

これに対し、管理法は、非現用のアーカイ

ブズの利用提供までを含めて公文書管理の範

障としたことに画期性があるわけであるが、

その具体的な方法までも固と同じにすると、

これまで歴史的公文書の保存にあたってきた

編さん室や図書館 ・博物館までが公文書管理

の機関となり、利用申請に対する行政処分ま

で行うことにもなる。その際に、公文書以外

の記録資料はどのような位置付けになってし

まうのか、という疑念がおこることとなる。

それは、管理法が「歴史公文書等」と「等」

をつけ、その定義・範囲を公文書に限定する

ことのない記録一般に広げているものだから

でもある。

このように考えてくると、管理法、あるい

は管理条例の存在を所与のものとしたうえで

も、公文書以外の記録資料までを含めた資料

保存体制が如何なるものであったか、如何な

るものとするのか、は各自治体によって異な

ったものとなる必要があろう。非現用文書を

含めた公文書管理と自治体域の地域資料の保

存、その両者全体としての資料保存を自治体

のなかでどのように分掌し、位置付けるの

か。それは自治体ごとに蓄積と独自性があ

り、異なると考えられる。そうではなく、管

理法と同じ枠組みを全自治体が一律に導入す

れば、これまで、の地域資料保存への努力を水

泡に帰せしめ、その体制を壊してしまう恐れ

さえある。

管理法が公布された平成22年に「地方公共

団体公文書管理条例研究会J(以下、「条例研
究会」と略す)が組織されたとき、筆者はそ

のような危倶を抱きながら議論に参加し、翌

年に発表した報告書にも執筆した九 当時、

管理条例を有する自治体は、法公布以前から

の3自治体(北海道ニセコ町、熊本県宇土市、

大阪市)に限られ、それらの条例は歴史的公

文書までを対象とするものではなかった。研

究会の活動期間中には新たな条例制定の動き

も展開しはじめていたが、報告書では具体的

な事例を参考にすることができないまま、懸

念や提案を記したところであった。

その後、管理条例、あるいは、アーカイブ

ズ機関の新設による設置条例も含め、各地で

の事例が増えてきた。上記のような懸念に対

し、管理法と同じという画一的な条例ではな



い対応、とくに、それを公文書だけにとどま

らない資料保存という観点からは見ることが

できる。それらの条例を、公文書管理という

正面からの見方ではなく 、アーカイブズ機関

側からの位置付けとあわせ、公文書に留まら

ない資料保存という観点から見てみたいとい

うのが、本稿の趣旨である。そこには、自治

体のこれまでの積み重ねを受けた違いも見ら

れると思う。

2 公文書管理法と民間資料

各自治体の条例等を見る前に、管理法が公

文書以外の民間資料等に及ぼす規定の内容

を、条例研究会報告書にもとづき確認してお

きたいと思う。

管理法に先立つ公文書館法(昭和62年法律

第115号)は、その対象を「公文書その他の

記録」としており、 「公文書館法解釈の要旨J
において rr公文書Jとは、公務員がその職
務を遂行する過程で作成する記録を、「その

他の記録」とは、公文書以外のすべての記録

をいい、(中略Hその他の記録」には、古書、
古文書その他私文書も含まれる ことにな

る。」とされている九 一方で「歴史資料とし

て保存し、利用に供することの重要性にかん

がみ」とするのみで、保存の目的は明示され

ていない。

これに対し管理法は、保存の対象を 「特定

歴史公文書等」とし、「歴史公文書等のうち、

次に掲げるもの」として、「法人その他の団

体又は個人から国立公文書館等に寄贈され、

又は寄託されたもの」も含めている。同法第

2条第6項による「歴史公文書等」の定義は、

「歴史資料として重要な公文書その他の文

書」であり、当該文書がいかなる組織 ・個人

に属するかを問うておらず、文書すべてを対

象となし得る概念となっている。管理法の「歴

史公文書等」は、国又は自治体以外の者の保

管する文書も包摂しており、公文書館法より

もその意味で広い概念を対象とする法律とし

て捉えることができる。国立公文書館等に寄

贈 ・寄託された文書に限定されるとはいえ、
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文化財保護法(昭和25年法律第214号)によ

る指定文化財以外の文書・記録類に対して永

久保存を保証する、初めての法律という見方

もできる。

各自治体が条例等を考えるに際し、地域住

民を取り巻く社会環境や自然環境を伝え、地

域の歴史、文化、 学術、事件等に関する重要

な情報を記錦する文書を、公文書に限らずす

べて歴史公文書等に該当させることも、自治

体の考え方次第であり、それによっては可能

な構成となっている。このような考え方から

は、民間資料も「将来 『特定歴史公文書等』

として永久保存の対象になり うべき 『歴史公

文書等Jである」と位置付け、その調査や保

存支援、あるいは、寄贈 ・寄託の促進等まで

をも自治体の責務として位置付けるものとな

る。すなわち、公文書館法が自治体に課した

「保存及び利用に関し、適切な措置を講ずる

責務J(同法3条)を、その保管する文書だ

けでなく 、すべての「歴史資料として重要な

公文書その他の文書J(= r歴史公文書等」
の定義)に拡げる理念を持つと解することも

可能で、あろう。条例研究会報告書は「固とは

違う、地方公共団体としての特色ある条例と

して、この面に注目し、具体的に条文化して

みる意味もあるのではないか」と提起してい

る。

なお、固においても、国立公文書館法 (平

成11年法律第79号、同21年法律第66号によ り

最終改正)第4条での同館の目的は、 「国立

公文書館は、特定歴史公文書等を保存し、及

び一般の利用に供すること等の事業を行うこ

とによ り、歴史公文書等の適切な保存及び利

用を図ることを目的とする。」となっており、

同館に所蔵されている特定歴史公文書等の保

存 ・利用提供は、主たる「事業」として挙げ

られているのであって、その目的たる保存 ・

利用を図るべき対象は 「歴史公文書等」 とな

っている。もちろん、その主眼は現用段階か

らの一貫した歴史公文書等の管理にあるので

あろうが、公文書管理の法規である管理法で

はなく 、同館の基本法規である国立公文書館
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法の側からみたときには、管理法の定義によ

る用語を用いているとはいえ、同館は日本国

の「歴史資料として重要な公文書その他の記

録」の保存利用を図るナショナル ・アーカイ

ブズであることを掘っていると解釈するのは

行き過ぎであろうか。それは、その目的達成

のための方法である「事業」にかかってくる

のであろう。

3 特定歴史公文書等の範囲と方法

そのように歴史公文書等が広く捉えられる

一方で、特定歴史公文書等の範囲について

は、国立公文書館と同じ範囲設定が自治体に

とって適当かどうかは検討すべきところであ

ろう。管理法では、国立公文書館に移管、寄

贈・寄託された文書は、すべて特定歴史公文

書等として管理法の適用を受けることにな

る。また、附則第2条「特定歴史公文書等に

関する経過措置」では、「この法律の施行の

際現に国立公文書館等が保存する歴史公文書

等については、特定歴史公文書等とみなす。J

と、管理法施行以前の既収蔵文書もすべて法

の適用対象とした。

民間資料も含めた資料保存という観点から

条例研究会が検討した論点のもうひとつが、

この点であった。自治体のアーカイブズ機関

の多くは、公文書だけでなく古文書や地域の

民間資料、写真資料、図書資料など、様々な

記録資料を収集 ・保存し、利用に供してい

る。また、図書館や博物館、自治体史編さん

室などの機関が、公文書館の機能それ自体を

果たしている場合も少なくない。これらの機

関をもって、管理法と同様の仕組み、すなわ

ち、当該機関への移管及び、寄贈 ・寄託文書の

すべてを条例の対象文書とする方法を機械的

に導入することは危険ではないか、という問

題である。当該機関が管理する資料は多種多

様であり、移管文書はその一部に過ぎないか

らである。 一律条例の適用を受け、何千、何

万点単位の未整理資料群の整理を、現用文書

として整理 ・管理されていた文書と同様の基

準(受け入れから l年以内に目録作成から排

架まで完了させるなど)で行うというような

事態になった場合の懸念を、条例研究会報告

書は次のように示している。

-整理の原則を無視した拙速な整理がなさ

れ、事後の利用等に大きな支障を及ぼ

す。

-整理可能な量以上のものは受け入れなく

なる。

-公文書館等以外の機関へ寄贈 ・寄託文書

の保存業務を移す。

-組織を分割する。

これは、それまでに築き上げてきた地域の資

料保存体制に、大きな再編ないし崩壊をもた

らすことさえ考えられるものである。そのた

め、報告書は「公文書館等として指定した機

関の所蔵文書を機械的に条例の対象とするの

ではなく、地方公共団体及び当該機関の能力

や性格を十分に検討したうえで、移管文書以

外の寄贈・寄託文書の扱いを決める必要があ

る」とし、条例の対象から寄贈・寄託文書を

外すという選択肢もあげている。

しかし、管理条例の対象から外すという場

合には、前述したような民間文書も含めた地

域の資料・記録をカバーするという理念、寄

贈 ・寄託されれば法的に永久保存等が保証さ

れるという意義を失ってしまうことになる。

この両者を折り合わせる方法として、報告書

は、条例の対象としたうえで、管理法のよう

に整理や管理、利用提供にあたっての運用基

準を一律に適用するのではなく、移管文書と

は異なる基準を設定するという方法検討の必

要性にも言及している。

報告書の発表後、管理条例の制定やアーカ

イブズ機関の新設が続き、管理法時代の新た

な資料保存体制を、実例の比較により確認す

ることができるようになった。以下、それら

の自治体の条例等をみていきたいが、その前

に国の「国立公文書館等」の一事例として、

大阪大学アーカイブズを紹介しておきたいヘ

研究会での議論では、前掲の附則第2条は

独立行政法人国立公文書館に限定されず、す

べての「国立公文書館等」にかかるものであ



り、よって国立公文書館等に指定された機関

の文書は、既収蔵分も含め、すべて特定歴史

公文書等として法の対象となるものと理解

し、報告書もその前提で執筆された。しかし、

それは誤認であったようで、国でも同一機関

の収蔵資料を管理法の適用対象となるもの

と、そこから外れた別の管理をなすものとに

分けることが可能であることがわかった。そ

の一例が大阪大学アーカイブズで、同館は法

人文書資料部門と大学史資料部門をわけ、前

者部門だけを国立公文書館等として指定を受

け、後者は管理法第2条第4項で行政文書の

定義から外された「歴史的若しくは文化的な

資料又は学術研究用の資料として特別な管

理」を行う機関として指定された。後者は管

理法の対象から外れ、管理法ではなく利用内

規で管理される。管理法の規定からは、大学

史資料も特定歴史公文書等とする方法も可能

であろうから、この選択は機関としての個性

が反映してのものであろうことが想定され

るヘ
その指定を受けて改正された同館規程第2

条では、同館の目的は「公文書等の管理に関

する法律(平成21年法律第66号。以下「法」

という。)に基づく特定歴史公文書等及び本

学の歴史に関する資料の適切な管理を行い、

本学の教職員及び学生並びに一般の利用に供

することにより、本学の円滑な管理運営に資

するとともに、教育、研究及び社会貢献に寄

与することを目的とする」となっている。管

理法ではなく同館自身の基幹法規の方からみ

たとき、同館は「公文書管理」としての管理

と「歴史的若しくは文化的な資料又は学術研

究用の資料」としての管理が事業として併存

し、そのトータルとしての目的は大学運営と

教育、研究及び社会貢献に寄与することにあ

るアーカイ ブズ機関であること を彊ってい

る、と解せるであろうか。

4 条例制定自治体のアーカイブズ機関

管理条例を制定した自治体において、その

条例の対象とする資料の範囲はどのように定
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義され、一方で、、公文書館等のアーカイブズ

機関の目的や資料保存の対象は、その設置条

例等でいかに定められているのか。管理条例

とあわせて新設された機関もあれば、先行し

て活動してきた機関の設置条例等が改正され

た場合もある。それらを比較的にみてみたい。

4-1 島梗県公文書センタ_ 6)

島根県は、平成23年3月11日に「島根県公

文書等の管理に関する条例J(平成23年島根
県条例第3号)を公布、 同年4月1日に施行

させた。同条例では、 「歴史公文書」を 「歴

史資料として重要な公文書」と定義し、「等」

を付けていない。一方で、 「特定歴史公文書

等」は「等」が付され、団体 ・個人からの寄

贈・寄託文書を含めてお り、かつ、「島根県

公文書センターにおいて保存されているも

の」に限定している。条例名称となっている

「公文書等」は、「公文書Jと「特定歴史公
文書等」 をあわせたものである(以上、第2

条)。

公文書センターは、設置条例を別に持つの

ではなくこの管理条例によって規定され、新

設された。同条例第2章が公文書センターに

あてられ、そのうちの第4条で公文書セン

ターの設置を次のように担っている。

特定歴史公文書等を保存し、及び一般の

利用に供すること等の業務を行うため、

島根県公文書センター (以下「公文書セ

ンター」という。)を松江市に設置する。

設置の目的は特定歴史公文書等の保存提供

等の業務に限定されており、管理条例の目的

(県政の適正かつ効率的な運営、及び、諸活

動の現在及び将来における説明責務の全う)

がセンターの目的ということになる。その意

味で、直接的には「資料保存」のための機関

ではなく、「公文書管理」のための機関と位

置付けられるのであろう。

特定歴史公文書等の定義に団体 ・個人から

の寄贈 ・寄託文書を含めてはいるが、「島根

県公文書センターの管理に関する規則J(平

成23年島根県規則第34号)第6条では、「寄
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贈又は寄託の申出があった場合において、実

施機関との協議等に基づき当該文書が歴史資

料として重要な文書であると認めるときは、

当該文書を受け入れるものとする」と、実施

機関との協議等を認定の要件としていること

からは、公文書に関連するものに限定される

ことが想定される。仮に同センターを県立

アーカイブズ機関としてみるならば、島根県

では、それを組織アーカイブズとして位置付

けることにより管理条例との整合性 (公文書

に限定しての「公文書管理Jと「資料保存」
の一致化)をはかり、その一方で、古文書など

の地域の民間資料は別の制度、機関で保護・

保存していくという仕組みになろう九

4-2 札幌市公文書館8)

同様に、 管理条例の施行とあわせて平成25

年7月に公文書館をオープンさせたのが札幌

市である。「札幌市公文書管理条例J(平成24

年札幌市条例第31号)は、「歴史公文書Jで
はなく「重要公文書」の名称を用いるが、「等」

が付かない点では島根県に共通している。「公

文書のうち、市政の重要事項に関わり、将来

にわたって市の活動又は歴史を検証する上で

重要な資料となるものをいう。」と定義され

る(第2条)0I公文書のうち」という制限が

かかっているが、その「公文書」の定義は、

実施機関の職員が職務上作成 ・取得した文

書、図面、写真、フィルム及び電磁的記録で

あって、組織的に用いるものとして、当該実

施機関が保有しているもの、である。「歴史

的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資

料として特別の管理がなされているものを除

くjなどの除外規定はない。「図書館その他

の市(本市地方独立行政法人を含む。)の施

設において一般の利用に供することを目的と

して管理しているもの」なども「公文書」に

含めたうえで、第2章「公文書の管理」第13

条 「他の制度との調整等」で同章規定の適用

除外としている。

以上から、札幌市では管理や公開の規定で

区分をつけるものの、「公文書」は「等」を

付さなくとも一般的な刊行物や民聞からの寄

贈・寄託文書も含めた概念となっていること

に注意する必要がある。一方で、、管理法の歴

史公文書と違い、重要公文書は市が保有して

いるものに限定されるものであることがわか

る。

次に「特定重要公文書」であるが、これも

「等」は付かない。その定義は「次に掲げる

ものをいう」として、アからウの3つを掲げ

ている。ア及びイが「重要公文書」のうちか

ら「市長が引き続き保存の措置を採ったも

の」と「市長に移管されたものJであるのに

対し、ウに団体・個人からの寄贈・寄託文書

があるが「市政の重要事項に関わり、将来に

わたって市の活動又は歴史を検証する上で重

要な資料となる」と市長が認めたものに限ら

れる。「市政の重要事項」への関連が必須で

あるとすると、ひろく民間の地域資料の保存

をカバーするものではないようである。

管理条例に「公文書館」の名称が出てこな

い一方で、札幌市公文書館条例(平成25年札

幌市条例第11号)では、第1条で同館の設置

を次のように規定している。

本市は、札幌市公文書管理条例 (平成24

年条例第31号)の趣旨にのっとり、特定

重要公文書(同条例第2条第5号の特定

重要公文書をいう。以下同じ。)を適切

に保存し、市民等の利用に供するため、

札幌市中央区南8条西2丁目に札幌市公

文書館(以下「公文書館」という。)を

設置する。

管理条例の趣旨にのっとり、特定重要公文

書に限定した保存利用提供を目的として明示

している。ここからは、札幌市の公文書館は

管理条例、すなわち公文書管理の機関と読め

るが、同館の webサイトをみると、その利

用案内には、「特定重要公文書の利用方法→

特定重要公文書目録検索システム」とならん

で、「資料 (図書、写真、地図等)の利用方

法→所蔵資料検索システム」がある。事業に

は古文書講座等もあるが、公文書館条例第2

条は、事業を次のように列記している。
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本稿で取り上げた自治体における歴史的公文書と民間資料の取り扱い

公文書管理 ア カイブス機関

自治 管理条例 (公布/施 管理法の 「歴史公文書
管理法の rl寺定歴史公文書等J 条例 (公布/施 開館 webサイト等

体名
行年月日) 等jにあたる名称と定義

にあたる名称と、H象とZよる民 公文書管理から除外される自治体所蔵資料 名 称
行年月日) 年月

設置の目的 による収蔵資
間資料 料

1島根県 島根県公文書等の管 [歴史公文書i [特定歴史公文書等l 図書館、美術館その他の県又は県が設立 島根県公文書セン島根県公文書等 23.11 特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用 特定歴史公文
理に関する条例 歴史資料として重要な公文 団体 個人から寄贈寄託され した地方独立行政法人の施設又は機関に ター の管理に関する に供すること等の業務を行うため 書等、行政資

(23 3. 11/23. 4. 1)害 たもの おいてー般の利用に供することを目的と 条例 料、統計資料
して官理されているもの (お3.11/お41)

2札幌市 札幌市公文書管理条 [重要公文書l [特定重要公文書l 図書館その他の市 (本市地方独立行政 札幌市公文書館 札幌市公文書館 25. 7 札幌市公文書管理条例の趣旨にのっとり、特 特定重要企文書、
例 公士書のうち、市政の重要 団体 個人から市長に寄贈ー寄託 法人を含む。)の施設において一般の利 条例 定重要公文書を適切に保存し、市民等の利用 資料(図書、写
(24 6.13/25.4. 1) 事項に関わり、将来にわた の申出があった文書で、市政の 用に供することを目的と して管理してい (25 3. 28/25. 7.1) に供するため 真、地図等)

って市の活動又は歴史を検 重要事項に関わり、将来にわた るもの
証する上で重要な資料とな って市の活動又は歴史を検証す
るもの る上で重要な資料となると市長

が認め、寄贈・寄託を受けた文書

3福岡県 [歴史公文書] l特定歴史公文書l 図書館、美術館その他これらに類する施 福岡共同公文書館 福岡県立公文書 24.11 歴史資料として重要な公文書 (以下 「歴史公 特定歴史公文
-市町 歴史資料として重要な公文 設において、一般の利用に供することを 館条例福岡県 文書」という。)を適切に保存し、一般の利 書、行政資料
村 書 なし 目的として管理しているもの(情報公開 市町村公文書館 用に供するため

条例) 条例
(24 3. 28/24. 4. 1) 

4鳥取県 鳥取県公文書等の管 [歴史公文書等l [特定歴史公文書等] 図書館、博物館その他の施設においてー 鳥取県立公文書館 鳥取県立公文書 2.10 鳥取県公文書等の管理に関する条例第2条第 特定歴史公文
理に関する条例 次に掲げる文書をいう 団体個人から公文書館に寄 般の利用に供することを目的として管理 館の設置及び管 3号に規定する歴史公文書等を保存し、県民 書等、 行政
(23. 10. 14/24.4.1) ア~オ略 贈寄託されたもの されているもの 理に関する条例 の利用に供するとともに、県政に関する情報 統計刊行物

※本文参照 (2. 3. 27/24. 4. 1 を県民に提供し、もって学術及び文化の発展
最終改正施行) と聞かれた県政の推進に資するため

5香川県 香川県公文書等の管 l歴史公文書等l [特定歴史公文書等i 香川県立文書館等において、歴史的若し 香川県立文書館 香川県立文書館 6. 3 香川県公文書等の管理に関する条例第2条第 公文書、 古文
理に関する条例 次に掲げる文書をいう 団体個人から文書館に寄贈 くは文化的な資料又は学術研究用の資料 条例 4項に規定する特定歴史公文書等をはじめと 書、行政資料
(25.3.22/26.4. 1) ア~オ略 寄託されたもののうち、公文書 として特別の管理がされているもの (5 12.22/26.4. 1 する、歴史資料と して重要な公文書、古文書

京本文参照 に類するものと して知事が指定 最終改正施行) その他の記録を収集し、及び保存し、並びに
するもの 県民の利用に供するとともに、これに関連す

る調査研究を行い、もって本県における学術
の振興産び文化の向上並びに県政に対する理
解の増進及び信頼の向上に資するため

6安芸品 安芸高田市公文書等 [歴史公文書l [特定歴史公文書l 安芸高田市立図書館、安芸高田市歴史民 安芸高田市歴史民 安芸高田市歴史 2. 3 安芸高田市の文化財を保存し、その活用を図 歴史、考古、
田市 の管理に関する条例 実施機関の職員が職務上作 俗博物館その他これらに類する施設にお 俗博物館 民俗博物館設置 (22 4 り、もって文化財に関する市民の知識及び文 民俗等の資料
(23. 12. 22/24. 4. 1) 成し、又は取得した文審の なし いて、歴史的若しくは文化的な資料又は 及び管理条例 現名称)化的教養の向上に資するため

うち、概ね次に掲げる情報 学術研究用の資料として特別の管理がさ (16.31/2441 
が記録された文書で、市長 れているもの 最終改正施行)
が規則で定める基準に適合
するものをいう
(1) - (4)略
※本文参照

7小布施 小布施町公文書管理条例 [歴史公文書等l [特定歴史公文書等l 町の図書館、博物館等において、歴史的 小布施町文書館 小布施町文書館 25. 4 特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用 町で作成され
町 (25 3. 25/25. 4. 1) 歴史資料として重要な公文 団体・ 個人から公文書館に寄 若しくは文化的な資料又は学術研究用の の設置及び管理 に供すること等の事業を行うことにより、歴 た歴史的に重

書並びに法人その他の団体 贈寄託されたもの 資料として特別に保有しているもの に関する条例 史公文書等を町民共有の財産と して継承し、 要な公文書干、
又は個人が所有する文書、 (25 3.25/25.4.1) 活用していくため 町に残る古文
図画及び電磁的記録 書古写真 古

地図など

付表

ト"

c 注1)表中の年号は、 いずれも平成。
注2)条例等により作成しているが、表中の表現は適宜省略等を加えており条文どおりでは主い。
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( 1 )特定重要公文書を保存し、一般の利

用に供すること。

( 2 )特定重要公文書の保存及び利用に関

する調査研究を行うこと。

( 3 )本市の歴史及び特性に関する調査研

究及び情報提供を行うこと。

(4 )その他公文書館の設置目的を達成す

るために必要な事業。

同館の安藤友明氏は ii札幌市公文書館条

例Jも制定し、特定重要公文書を永久に保存
し、一般の利用に供する施設が公文書館であ

ることを明確にするとともに、これまで文化

資料室が行ってきた郷土史相談などの業務を

公文書館が継続していくことを規定しまし

た」と説明している九 「資料(図書、写真、

地図等)Jは、管理条例上の「図書館その他

の市(本市地方独立行政法人を含む。)の施

設において一般の利用に供することを目的と

して管理しているもの」であり、その利用提

供や郷土史相談、古文書講座等は (3)(4) 

での事業に位置付けられるのであろう。法規

的な設置目的とあわせ、札幌市は運用的な柔

軟性により公文書館でも地域資料の保存に対

していこうということであろうか。安藤前掲

論文によれば、特定重要公文書約4，800点に

対し、その他の資料は約13万点を所蔵してい

る。

4-3 福岡共同公文書館叫

同じように「公文書等jの「等」がないも

うひとつの例として、県と県内市町村が共同

で設置・運営する福岡共同公文書館がある。

平成24年11月に開館した同館の根拠法規は、

福岡県立公文書館条例(平成24年福岡県条例

第3号)と福岡県市町村公文書館条例(平成

24年福岡県自治振興組合条例第I号)であ

る。前者の第 l条「公文書館の設置」には、

「歴史資料として重要な公文書(以下「歴史

公文書」という。)を適切に保存し、一般の

利用に供するため、公文書館法(昭和62年法

律第115号)第5条第 l項の規定により公文

書館を設置する。Jとあり、後者も「歴史資

料として重要な公文書jに「福岡県内の政令

市を除く市町村(以下「市町村」という。)

の」が付く以外は同文である。

管理条例は県・市町村いずれも制定してお

らず11)、同条は公文書館法を根拠法として明

示している。既述のように、公文書館法は「歴

史資料として重要な公文書その他の記録」

と、その対象を公文書に限定していないが、

同館の設置目的の保存利用対象に「その他の

記録Jはなく、「歴史公文書」に個人・団体
からの寄贈 ・寄託文書の規定はない。両条例

ともに「公文書」の定義はないが、福岡県情

報公開条例(平成13年福岡県条例第5号)で

の「公文書Jの定義は札幌市と同様である一

方、「図書館、美術館その他これらに類する

施設において、 一般の利用に供することを目

的として管理しているもの」を除外している

(第2条)。このように、 法規上からは同館

の設置目的である保存管理対象の「歴史公文

書」に民間資料は含まれていないと考えられ

る。同館の webサイトで紹介されている所

蔵資料は「特定歴史公文書J(公文書館にお
いて保存される歴史公文書)と行政資料の2

手重であるω。

「共同設置」という方法で、一つの館で、

県と全市町村(政令指定都市を除く)のアー

カイブズ機関を一気に整備するという際立つ

た特色で注目されるが、それは公文書という

範囲に限定することによって可能であった、

ともいえるであろうか。県及び各市町村によ

って民間資料等に対する体制が異なるなかで

公文書以外の資料に対象を広げれば、自治体

によって収蔵文書の種類や量に大きな差異が

生じるであろうし、範囲限定も明確にはしが

たいであろう。県と58市町村という規模を考

えれば、一館での総キャパシティとしても限

界があり、一定の保存スペースを共有すると

いう共同運営では、「その他の記録」はむつ

かしいであろう。

県立および市町村立のアーカイブズ機関は

公文書限定の組織アーカイブズとし、そのう

えで福岡県および各市町村では地域資料保存



に対していくという選択といえよう。たとえ

ば、県の体制をみると、昭和60年開館の柳川

古文書館(九州歴史資料館分館 福岡県設置・

柳川市管理運営)がアーカイブズ機関として

早くから知られている。県史編さんを担って

きた財団法人西日本文化協会福岡県地域史研

究所は、 10万点を超える史料を収集し公開し

てきた。編纂終了後の平成22年には九州歴史

資料館に移管され、 「福岡県史編纂史料」と

して保存公開されている。また、県立図書館

では早くから福岡藩黒田家文書をはじめとす

る古文書等の史料を保存公開してきている。

昭和45年の 『福岡県近世文書目録第l集.J(福

岡県文化会館編刊)以来29冊の目録や調査報

告書を刊行、現在は九州歴史資料館の「福岡

県史編纂史料」も含めた「古文書等検索デー

タベースjを公開している。両館計69資料群

27，459件(平成24年3月現在)が検索できる問。

なお、ここまで見てきた3事例のほか、管

理条例でアーカイブズとしての保存管理対象

に「等」を入れず、「歴史公文書」に限定し

ている自治体に熊本県がある(熊本県行政文

書等の管理に関する条例 平成23年熊本県条

例第11号)。岡県のようにアーカイ ブズ機関

なしに管理条例を導入する場合、文書主管課

が歴史的公文書を保存管理することになり、

それゆえ、公文書管理としての保存はできて

も、それ以外の資料保存は所掌外ということ

になるのは、ある意味当然である14)。このよ

うな自治体では、公文書以外のアーカイブズ

を、どこが、どうするのか、を別に考える必

要がある。また、管理条例を果たすためのアー

カイブズ機関が構想されたとき、「等」を加

えるのか、その 「等」 はどこまでを対象とす

るのか、民間資料に対してきたこれまでの体

制とどう整合させるのか、を検討することが

重要となろう則。

4-4 鳥取県立公文書館凶

四半世紀にわたる公文書館の実績の上に立

ち、新たに管理条例を制定した最初の都道府

県が鳥取県である。岡県の管理条例の特徴の
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ひとつとして、「歴史公文書等Jを「歴史資
料として重要な」というような抽象的な定義

ではなく、国の「行政文書の管理に関するガ

イドライン」別表第2I保存期間満了時の措

置の設定基準」の 「基本的考え方」に示され

た4類型に、その他 「歴史資料として重要な

情報が記録された文書」を加えた5類型を、

直接条例で明記した点がある。その際、 「文

書」の用語が使われており、その定義はとく

に示されていないが、公文書とは区別されて

おり、「特定歴史公文書等」の定義に 「歴史

公文書等のうちJとして団体 ・個人からの寄

贈・寄託文書があることから、「公文書その

他の文書」と同じく民間文書を含む概念と考

えられる。

一方、公文書館の設置条例(平成2年鳥取

県条例第6号)も改正されたが、その設置目

的は次のように彊われている(第2条)。

鳥取県公文書等の管理に関する条例 (平

成23年鳥取県条例第52号)第2条第3号

に規定する歴史公文書等 (以下 「公文書

等」 という。)を保存し、県民の利用に

供するとともに、県政に関する情報を県

民に提供し、もって学術及び文化の発展

と聞かれた県政の推進に資するため、 鳥

取県立公文書館(以下 「公文書館」とい

う。)を鳥取市に設置する。

保存・利用提供する対象は「歴史公文書

等」とされている。「特定歴史公文書等」で

ないのは、移管前の現用段階から扱えるよう

に、ということであろう。管理条例附則で施

行以前からの保存公文書等は特定歴史公文書

等とみなすとの規定もあり、国立公文書館同

様に、公文書館の収蔵文書は管理条例のもと

にある、公文書管理として対象化されている

ということになる。

しかし、その設置目的は、歴史公文書等の

保存管理だけでなく 、「県政に関する情報を

県民に提供し、もって学術及び文化の発展と

聞かれた県政の推進に資する」ことが明記さ

れていることに注目しなければならない。歴

史公文書等だけではなく 「県政に関する情
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報」も県民に提供されるのであり、そのため

には情報資源たる資料が必要となる。管理条

例制定以前から行われてきた、行政 ・統計刊

行物の保存利用や県史編さん等の事業は、こ

こに位置付けられることになるのであろう。

その結果として、同館の事業範囲は基本的

に管理条例施行以前と大きく変わることはな

いのではないかと推察される。webサイ トの

トップに掲げられている「設置目的 ・施設概

要」は次のとおりである (2014-03 -09確

認)。

公文書館は歴史資料として重要な県の公

文書、その他の記録などを保存し、また

その調査研究を行い、さらにこれらの歴

史資料を広く県民の利用に供するととも

に、県政に関する情報を提供し、文化の

向上と聞かれた県政を推進することを目

的として、平成2年に設立されました。

改めて管理条例や歴史公文書等という言葉

を使うことなく、平成2年という年紀をとも

なって記されている。その際、鳥取県では公

文書館開館時から、アーカイブズ機能を公文

書館と県立博物館で分担する体制をとってき

たことを挙げなければならないであろう。公

文書館は旧村役場文書などの近現代資料の寄

贈 ・寄託を受け、市町村合併や学校再編によ

る資料散逸の危機に積極的な対応をみせてき

たm。一方、県立博物館も閲覧室を有し、 l

万5千点の鳥取藩政資料をはじめとする前近

代文書のアーカイブズ機関となっており、こ

れらの前近代文書は管理条例の適用から外れ

た資料保存となっている 18)。公文書館の収蔵

公文書等の全体を管理条例の対象とすること

ができた前提として、従来からの岡県の体制

があったことも考えねばならない。

4-5 香川県立文書館

県立文書館を平成6年に開設し、すでに20

年の歴史を持つ香川県では、平成25年3月に

管理条例を公布、平成26年4月1日の施行が

予定されている。鳥取県同様、長い文書館活

動の実績のうえにたっての管理条例だが、そ

の体制・実績の違いが特定歴史公文書等の範

囲に差異を生み出したと考えられる。すなわ

ち、香川県立文書館では県史編さん収集資料

を引継ぎ、開館後も寄贈 ・寄託を受けるな

ど、公文書とならんで古文書、前近代からの

民間資料を保存・利用提供すべき「歴史資料

として重要な公文書その他の記録」の大きな

柱としてきたという違いである。

香川県でも「歴史公文書等」の定義を 5類

型で定義している。「特定歴史公文書等jを

「歴史公文書等のうち、次に掲げるもの」と

して、行政文書のうちから移管されたもの

と、団体 ・個人から寄贈・寄託されたもの、

とする点でも同様である。しかし、香川県で

は前者の「行政文書」自体の定義から、「香

川県立文書館等において、歴史的若しくは文

化的な資料又は学術研究用の資料として特別

の管理がされているもの」を外す一方で、、後

者については、「公文書に類するものとして

知事が指定するもの」と限定をかけている(以

上、第2条)。こうして、「公文書に類する」

一部のものを除き、文書館の民間文書は管理

条例による公文書管理としてではなく、文書

館事業として資料保存の対象とされることに

なる。

一方、文書館条例(平成5年香川県条例第

35号、平成26年4月1日改正施行予定)第 l

条の設置目的は次のとおりである。

香川県公文書等の管理に関する条例(平

成25年香川県条例第5号)第2条第4項

に規定する特定歴史公文書等をはじめと

する、歴史資料として重要な公文書、古

文書その他の記録を収集し、及び保存

し、並びに県民の利用に供するととも

に、これに関連する調査研究を行い、も

って本県における学術の振興及び文化の

向上並びに県政に対する理解の増進及び

信頼の向上に資するため、香川県立文書

館を高松市に設置する。

特定歴史公文書等は、文書館が対象とする

記録資料の代表として掲げられているのであ

り、その目的も「学術の振興及び文化の向上」



が「県政に対する理解の増進及び信頼の向

上」に先んじて掲げられている。特定歴史公

文書等にだけは公文書管理制度の網が二重に

かかるものの、文書館全体としては地域資料

のトータルな資料保存利用機関である、とい

うスタンスが感じられる。「公文書その他の

記録」ではなく、公文書とならんで古文書が

明記されているのも、その表れとしてみるこ

とカfできる。

鳥取県と香川県は、類似した条件にありな

がら、20年にわたる資料保存利用活動の実

績、 県での体制の違いなどが、民間資料への

対応等で異なる管理条例を生んで、いる例とし

て見ることができる。事業の積み重ね、その

成果としての体制を壊してしまう、損なって

しまうことのないように、管理法そのままで

はないアレンジがなされているともいえる。

そのためのアレンジの方法は異なるものの、

公文書管理の目的にはない学術 ・文化の振

興・向上が、館の目標にある点も共通してい

る。その目標のために保存 ・利用提供する資

料のうち、公文書に対しては、その目的 ・理

念の明示、法的位置付けの強化を図るものと

して管理条例があるともいえようか。

4-6 安芸高田市歴史民俗博物館19)

とはいえ、閲覧業務が権利にもとづく利用

請求として行われることによって、アーカイ

ブズ機関の業務量は増大することが予想され

る。それは、利用者数や職員体制、「簡便な

方法による利用」によるこ とができる資料の

割合などによって異なってくるが、アーカイ

ブズ機関がないような自治体では、その負担

がとくに大きいであろう。その意味で、自治

体全体での分担という提案も条例研究会では

行ったが、 そのような実際の事例として広島

県安芸高田市を見ることができる。

まず第一に、 管理条例 (平成23年安芸高田

市条例第45号)は第2条の定義で、市立図書

館や特定歴史公文書を管理する市歴史民俗博

物館で「歴史的若しくは文化的な資料又は学

術研究用の資料として特別の管理がされてい
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るもの」を「行政文書」から外している。そ

のうえで、「歴史公文書JI特定歴史公文書」
には 「等」をつけず、 次のように行政文書に

限定している。

歴史公文書 ・実施機関の職員が職務上作

成し、又は取得した文書のうち、概ね

次に掲げる情報が記録された文書で、

市長が規則で定める基準に適合するも

の。

(1) - (4)略 却)

特定歴史公文書 歴史公文書のうち、第

8条第I項の規定により教育委員会に

移管されたもの。

これにより、同市の管理条例はあくまで公

文書に限定した管理であり、それ以外の民間

資料は博物館や図書館が 「公文書管理」とし

てではなく、従来の任務 ・業務のなかで「資

料保存」 として担う、という体制である。こ

れは、文書館・公文書館といった専門のアー

カイブズ機関を有さない岡市において、 管理

条例を導入する際の基本線であったと思われ

る。

この公文書と民間資料の明確な分離 ・分担

とともに注目しなければならないのが、特定

歴史公文書の管理においても、市長部局と教

育委員会で分業がなされている点である。す

なわち、歴史公文書は教育委員会に移管さ

れ、 具体的には同博物館で保存管理される

が、利用請求に応えるのは市長、という分担

である。それは利用請求件数は少ないことが

想定されるため、市長部局の文書管理を所管

する総務課が対応した方が効率的という実務

的な理由によるとのことであるが2l)、説明責

務の全う という目的、趣旨からしでも、教育

委員会が利用請求権に対する処分庁になるよ

りも、市長の方が適している ように思われ

る。

一方、管理条例での移管先は教育委員会で

あって、博物館が特定されているわけではな

いので当然のことではあるが、博物館の設置

及び管理条例(平成16年安芸高田市条例第203

号)に公文書管理に係るものは全くない。そ
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の設置目的は、次のとおりである(第1条)。

安芸高田市の文化財を保存し、その活用

を図り、もって文化財に関する市民の知

識及び文化的教養の向上に資するため、

安芸高田市歴史民俗博物館(以下「博物

館」という。)を設置する。

その活動は、文化財の保存及び活用であ

る。ここにおいて、管理条例第2条で外され

た「歴史的若しくは文化的な資料又は学術研

究用の資料として特別の管理Jが行われ、管
理条例が公文書に限定することによって外し

た民間資料を文化財の保存活用として担うと

いうことになろう。

同条例は続く第3条で博物館の事業として

「歴史、考古、民俗等の資料(以下「資料等」

という。)の収集、保管及び展示に関する事

業」と「資料等の調査研究に関する事業jを

挙げているが、 一方で、管理条例は次のように

博物館の事業に関して規定している(第20条

利用の促進)。

教育長は、特定歴史公文書 (第12条の規

定により利用させることができるものに

限る。)について、博物館において展示

その他の方法により積極的に一般の利用

に供するよう努めなければならない。

博物館には、その主たる事業である展示や

調査研究を通して、特定歴史公文書の利用促

進を図るべきことが求められる一方で、その

際には利用に関する市長の権限が教育委員会

に委ねられている(同条第2項、第3項)。

これこそが、特定歴史公文書を教育委員会に

移管し博物館で保存管理する、大きな意味・

意義のひとつといえるであろう。単なる保存

庫として博物館は考えられているわけではな

いのである。「利用請求に対する閲覧提供」

と「利用促進による展示及び調査研究」の分

任である。

文書館・公文書館といったアーカイブズ機

関のない自治体が管理条例を制定する場合、

文書主管課による同課の書庫を使つての公文

書に限定した範囲での導入、が一般的に考え

られる。これに対し、安芸高田市の場合、博

物館を単なる書庫、保管庫として考えたので

はない。市長部局と教育委員会、公文書管理

と資料(文化財)保存が、それぞれの事業目

的と専門能力を出し合い、協力連携すること

により、管理条例に則して表現すれば、「利

用請求に対する閲覧提供」と「利用促進によ

る展示及び調査研究Jを果たそうとする形の

実現であろう。そして、それは市町村合併を

はさんでの取組実績があり、そのなかで博物

館が役割を果たしてきたという積み重ねがあ

ってこそ実現し得たものであろう。ここに

も、一律ではない、各自治体ごとの、その自

治体だからこそできる、あるいは、必要とさ

れる違いがある。

4-7 小布施町文書館22)

最後に、管理条例(平成25年小布施町条例

第5号)と文書館を同時に導入し、平成25年

4月に開館した長野県小布施町を取りあげた

い。同文書館は教育委員会の生涯学習グルー

プに属し、特定歴史公文書等はここに移管あ

るいは寄贈・寄託された文書を指す。しか

し、その保存利用提供等の主体はすべて町長

とされている。そのうえで、管理条例施行規

則(平成25年小布施町規則第3号)の附則2

で、「特定歴史公文書等の保存及び一般の利

用に関すること」などは、文書館長に補助執

行させることになったので、安芸高田市のよ

うに保存・活用と利用請求権への対応を教育

委員会と市長部局で分担するという目的は、

理念的にはあっても運用実務レベルではない

ようである。

それでは文書館が、町長部局ではなく教育

委員会に置かれる意味、目的は何か。この補

助執行させる事項には、続けて「歴史公文書

等の保存及び利用に係る調査研究に関するこ

とJI歴史公文書等の保存及び利用に係る情
報の収集、整理及び提供に関することJがあ
げられているお)。 ここで、小布施町の管理条

例で注目しなければならないのは、歴史公文

書等の定義である (第2条)。

歴史公文書等 歴史資料として重要な公



文書並びに法人その他の団体 (以下「法

人等」という。)又は個人が所有する文

書、図画及び電磁的記録をいう。

「公文書その他の文書jという ような表現

で、その解釈で民間資料も含まれることを示

すようなものではなく、明確に団体・個人が

所有する文書を公文書と l対 lで同列に歴史

公文書等である、と規定しているのである。

その歴史公文書等、すなわち文書館に収蔵

されていようがいまいが関係なく 、公文書で

あろうが団体・個人所有であろうが関係な

く、すべての町にある「歴史資料として重要

な文書等」を調査研究し、その情報の収集・

整理 ・提供を管理条例上の町長の職務とした

ということである。すなわち、小布施町では

前近代の古文書も含め、町内のすべての「歴

史資料として重要な文書等」 が、条文解釈上

そう読めるというのではなく 、はっきり と公

文書管理、管理条例の対象として明示された

ということになる。それは、文書館に収蔵さ

れておらず、町内に所在していても、その保

存利用に係る調査研究をし、情報を管理する

という保護措置が取られるということであ

る。公文書管理という理念を用いることによ

り、すべての記録資料を歴史公文書等として

認識し、その保存を公文書管理として条例で

保護しているとでもいえようか。それゆえ、

その事業は文化財保護条例と重なるところも

あり、また、資料館や図書館との協同もあろ

う。教育委員会によるこれまでの実績や専門

能力等を勘案したうえでの判断があったこと

が推測される。

さて、このような管理条例を受けての文書

館条例(平成25年小布施町条例第6号)の第

l条「趣旨J及び第2条「設置」は次のとお
りである。

第l条 この条例は、 公文書館法(昭和

62年法律第115号)第5条第2項及び

地方自治法 (昭和22年法律第67号)第

244条の2第l項の規定に基づき、小

布施町文書館(以下「文書館jという。)

の設置及び管理に関し必要な事項を定
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めるものとする。

第2条 特定歴史公文書等を保存し、 及

び一般の利用に供すること等の事業を

行うことにより、歴史公文書等を町民

共有の財産として継承し、活用してい

くため、文書館を小布施町大字小布施

1491番地2に設置する。

第l条の趣旨では、管理条例ではなく公文

書館法を挙げ、第2条の設置目的は 「歴史公

文書等を町民共有の財産と して継承し、活用

していく」ことと誼っている。特定歴史公文

書等の保存・ 利用提供は、そのための事業の

ひとつとして位置付けられている。文書館は

歴史公文書等、すなわち町のあらゆる重要記

録資料を町民共有の財産として継承 ・活用す

るための施設、トータルな資料保存利用機関

として位置付けられているのであり、そのこ

とを管理条例でも定めたという関係になろう

か。町民共有の財産は町役場の公文書だけで

なくあらゆる記録資料であり、それを管理条

例と文書館の両者で継承・活用する。大袈裟

に言えば、「公文書管理」と「資料保存」を

合致させるところまで昇華させた条例と文書

館の関係である。逆に言えば、小布施町では、

アーカイブズがすべて町民共有の財産、すな

わち「公文書=公共の文書」である、 という

言い方もでき、その管理条例は、すでに記録

資料保存条例に近づいていると言えるものな

のかも しれない。

5 まとめにかえて

以上、安芸高田市の博物館を含め管理条例

を制定した自治体等の7アーカイブズ機関に

ついて、機関側からみた管理条例との関係を

軸に、民間資料を含めた資料保存の在り方が

条例等の規定にどう現れているか、を見てき

た。

そこでは、条例研究会で寄せた懸念と期待

に対し、いずれの自治体においてもそれぞれ

の条件に応じた対応が取られていることを見

ることができた。 ひとつには、自治体立アー

カイブズ機関を、公文書=組織アーカイブズ
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の保存利用機関として専科させる例がみられ

た。それにより、管理法を契機として長年の

懸案であった新たなア←カイブズ機関の設立

が可能となったケースもある。専科すること

により全自治体の公文書館を可能とした福岡

県の取組も特筆される。そこでは、公文書管

理が歴史的公文書の資料保存に重なり、他の

地域資料への混乱等の波及はないであろう。

その一方で、戦後史料保存運動、文書館運動

は、当該自治体の公文書を含めた地域資料の

保存利用機関として、自治体立文書館設立を

大きな目標としてきたのも事実である。その

ひとつの成果としての公文書館法、そして管

理法の制定を経て、その自治体立文書館が組

織アーカイブズに専科した公文書館という帰

結を見た自治体では、「公文書管理条例時代」

の資料保存を改めて考える必要もあろう。

これに対し、アーカイブズ機関を公文書=

組織アーカイブズに専科させることなく、

トータル ・アーカイブズであることを設置条

例で確認し、そのうちの公文書に対しての

み、管理条例が二重にかかることで強化する

方法を取る自治体があった。そこでは、管理

条例上の義務を首長と教育委員会 (資料保存

利用機関)がその特性に応じて分任する工夫

もみられた。

そして、管理条例上の「歴史公文書等」の

範曙に民間資料を明確に位置付ける自治体も

みられた。これは、民間資料を含めた視野に

たって管理法の趣旨を積極的に受け入れると

いう、「公文書管理法時代の資料保存」への

理解として捉えることができるであろうか。

それは、管理条例を組織アーカイフ守ズに対す

る規定にとどめるのではなく、 トータ jレ・

アーカイブズの法制として捉え直すものであ

る。

ここでもうひとつ、本稿執筆時には管理条

例の準備段階にあった自治体のうち、すでに

アーカイブズ機関を有する香川県三豊市の

「三豊市公文書等の管理に関する条例 (仮

称 ・案)Jにおける「歴史公文書」の定義を

紹介しておきたい制。

歴史公文書 文書館に移管された郷土の

歴史的・文化的価値を有する行政文書、

法人その他の団体又は個人から文書館に

寄贈又は寄託された地域資料、刊行物そ

の他の記録であって、文書館で保存され

ているもの

ここでは、「文書館で保存されているもの」

に限定されるが、行政文書とならんで寄贈 ・

寄託された「地域資料」ゃ「刊行物」が「そ

の他の記録」に埋もれることなく、対等に明

示されている。また、行政文書の価値も行政

的なものというよりも「郷土の」というもの

さしで歴史的 ・文化的価値を計ろうとしてい

る。これらは、いずれも既存の管理条例には

ない、初めての例である。ここに列記された

記録資料は、まさに文書館の収蔵資料そのも

のであり、そのすべてを条文上に対等に位置

付けた、とでもいえるものである。「文書館

で保存されているもの」という限定も、逆に

公文書館法に則している。「地域資料jとい

う、資料保存の世界では長年にわたり議論さ

れ、日常的に使われてきた用語が、公文書管

理の対象として、公文書管理の範囲書で法規上

に定義されようとしているのである。三豊市

では、 三豊市文書館の収蔵資料、すなわち、

その資料保存利用の対象が管理条例の対象 ・

範囲となるという方向で関係を築こうとして

いるのかもしれない。その場合、「公文書」

は行政機関の文書というよりも、やはり「公

共の文書」というニュアンスになっていくで

あろう。

三豊市の事例でその感は一層のものとなっ

たが、公文書以外の資料への対応に観点をお

いて見たとき、全く同じ対応、同じ条文構成

をとっている自治体はひとつとしてなかっ

た。それぞれの自治体の資料保存に対する取

り組みの実績や体制、実情に応じ、それぞれ

の自治体に則しての対応が見られたことがわ

かる。管理法、管理条例は、公文書だけを規

定するものではない。条例の規定自体、ある

いは、その規定を前提とした他の対応によ

り、公文書にとどまらない記録資料全体の保



存利用を規定していくものとなる。

そこには、管理条例を公文書だけにとどめ

るものとせず、記録資料全体の保存条例とし

て活かしていく、大きくしていこうとする方

向性もみられようとしている。そこでは「公

文書」自体の範囲、その理念も変わり、拡が

ろうとしているようにも感じられるのであ

る。「公文書管理法時代の資料保存」を、そ

れぞれの自治体は、それぞれの状況を確認し

たうえでどう作り上げていくのであろうか。

おわりに

本稿は、基本的に webサ イトから入手で

きる各自治体の条例等規則類による、規定上

からの限定された考察である。いずれも法学

には素人の条文解釈であるため、誤った解釈

も少なくないであろう。また、その真意 ・経

緯、実際の運用などを各館に調査した訳では

なく、その大半が推定にとどま っている。こ

れだけでは計り知れないものがあり、現実と

の相違や誤認も多いと思われる。

ただ、管理法、管理条例という、歴史的公

文書の保存目的を「説明責務の全うJに求め
るという法規を持つに至った時代の資料保存

は、これらの法規を前提として、 法規的にも

対置されていく必要があると思われる。その

意味で、条文上からの比較検討も意味のない

ことではないと思い報告させていただいた。

ただ、これだけで、は誤った認識による議論に

なってしまうことも事実であろう 。

今後、当事者もまじえた比較検討、共同研

究のようなものが進展していくことを期待し

たい。

〔注〕

1 )報告の際のレジメでは大阪市公文書館、佐賀県

公文書館も取り上げているが、本稿では紙幅の関

係もあり、管理法公布後に新たに管理条例を制定

した自治体 (公文書館条例で管理法同様の歴史公

文書の管理を規定した福岡県及び市町村を含め)

を対象とした。大阪市は、管理法に先行して管理

条例(大阪市公文書管理条例 平成18年大阪市条

特集 ・公文書管理条例のいま 27 

例第15号)とアーカイズ機関(大阪市公文書館

昭和63年設立)の両者を有していた唯一の自治体

である。その管理条例は現用段階に限定されるも

のであったが、平成23年2月に改正を行い、歴史

的公文書にまで対象を広げ、あわせて大阪市公文

書館条例 (昭和63年大阪市条例第12号)も改正し

ている。また、佐賀県公文書館は平成24年3月23

日に公布された佐賀県公文書館条例 (平成24年佐

賀県条例第7号)をもとに、同年4月に開館した。

同条例 ・同管理規則(平成24年佐賀県規則第12号)

のほか、 佐賀県文書規程 (昭和55年佐賀県訓令甲

第l号、平成24年訓令甲第3号により改正)、「佐

賀県歴史的文書の保存等に関する規程J(平成2年

佐賀県訓令甲第3号、平成24年訓令甲第4号によ

り改正)により運用されている。古賀正哲 「佐賀

県公文書館の紹介Jrアーカイフ守ズj50、2013年6
月、参照。

2 )条例研究会は、自治体が管理法の趣旨にのっと

った文書管理を実現するために必要な、条例制定

を始めとする対応策を検討するため、 ARMAInter 

national東京支部を事務局として、記録管理学会、

日本アーカイブズ学会、全史料協の4者によって

平成22年4月に設立され、 翌23年6月に報告書『公

文書管理条例の制定に向けて~より良い公文書等

の管理を目指して-Jを刊行した。同報告書は、

本会webサイト で閲覧できる (2014-03-09確

認)。

3 )昭和63年6月l日付総理府「公文書館法の施行

について(通達)J (総総第366号)添付書類

4)菅真城 11国立公文書館等」と 「歴史資料等保有

施設」 の内閣総理大臣指定Jr大阪大学アーカイブ
ズニューズレタ ー.J 1号、2013年4月、同 「大阪

大学アーカイブズの設置Jrアーカイブズj51号、
2013年10月、 参照。

5 )国立大学アーカイ ブズにおいて、寄贈 寄託文

書を特定歴史公文書等に含めるのか、あるいは、

特別の管理のなされた文書として外すのかは、管

理法公布後最初に 「国立公文書館等」に指定され

た京都大学大学文書館でも検討されており、同館

では特定歴史公文書等とするという結論に至って

いる。ただし、 「現用段階で目録も整備され、 原則

として均ーなファイル形式で移管されてくる法人
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文書と異なり、個別の文書群によって数量も形態

も保存状況も全く異なる寄贈・寄託文書を、同ー

の基準で整理させ、排架させようとするのは通常

の体制では無理な注文であると言えるJなどの指

摘がなされている (西山伸 「公文書管理法と京都

大学大学文書館Jr記録と史料j22号、2012年3月)。

6 )岩崎健児「島根県公文書等の管理に関する条例

と島根県公文書センターについてJr記録と史料』
22号、 2012年3月、同「島根県公文書センターの

関所についてHアーカイブズJ47号、 2012年6月、
参照。

7)もちろん、県立のアーカイブズ機関をひとつに

限定する必要はなく、大分県のように組織アーカ

イブズ専任の大分県公文書館と収集アーカイブズ

専任の大分県立先哲史料館という 2館体制の制度

設計もある。

8 )越後武介「札幌市公文書管理条例の制定及び施

行について」、[札幌市文化資料室研究紀要公文

書館への道 j5号、 2013年3月、高井俊哉「札

幌市の文書管理の取組についてJrアーカイブズ1
49号、 2013年3月、安藤友明 「札幌市公文書館の

開館Jrアーカイブズ.151号、 2013年10月、前掲 『札

幌市文化資料室研究紀要』各号所収の基本構想、

整備計画、講演録、論文等、参照。

9 )安藤前掲注8論文。

10)小原康弘「福岡共同公文書館の開館とその取組

についてJrアーカイブズJ49号、 2013年3月、吉
田徹也「福岡共同公文書館開館の意義についてH記

録と史料J23号、 2013年3月、同館 『福岡共同公

文書館年報j 1号、2013年6月、 など参照。

11)管理条例は制定されていないが、福岡県立公文

書館条例は全33条、福岡県市町村公文書館条例は

全34条からなり、ともに第2章に「歴史公文書の

保存、利用等」、第3章に 「不服申立て等」が規定

されており、管理法 ・管理条例に相当する規定を

備えている。

12) http://kobunsyokan.pref.fukuoka.lg.jp (2014一03

-09参照)。

13)以上の九州歴史資料館、柳川古文書館、福岡県

立図書館に関する記述は、各館 webサイトによる

(2014 -03 -09確認)。

14)このほか、 2013(平成25)年末現在で管理条例

を制定した自治体のうち、アーカイブズ機関を持

たない自治体に、北海道ニセコ町、秋田県秋田市、

埼玉県志木市、神奈川県相模原市、滋賀県草津市、

熊本県宇土市がある(このほか、平成25年3月に

公布された「高松市公文書等の管理に関する条例」

(平成25年高松市条例第2号)があるが、 岡市で

は平成26年度中の公文書館開館が予定されてい

る。三好久美子「高松市における公文書管理に関

する取組みについて一文書管理体制再構築事業

J Wアーカイブズj49号、 2013年3月、参照)。

これらのうち、ニセコ町 (ニセコ町文書管理条例

平成16年ニセコ町条例第25号)、志木市 (志木市公

文書管理条例 平成24年志木市条例第 1号)、宇土

市(宇土市文書管理条例 平成13年宇土市条例第

3号)の各管理条例は現用文書に限定されたもの

で、歴史的公文書に関しては引継ぎ等までの規定

にとどまる。草津市は「草津市市政情報の管理に

関する条例J(平成24年草津市条例第22号)と、公

文書ではなく市政情報という概念を用いている

が、基本的な枠組みは管理法、管理条例と変わら

ない。「市政情報」の定義は「実施機関の職員が職

務上作成し、または取得した文書等であって当該

実施機関の職員が組織的に用いるものとして当該

実施機関が保有しているもの」であり、「歴史市政

情報」は「歴史資料として重要な市政情報」であ

る。相模原市(相模原市公文書管理条例平成25

年相模原市条例第46号)も「等」はなく公文書に限

定しているが、岡市では平成26年度中の公文書館

開設を市長が同25年12月議会で表明している(岡

市平成25年12月定例会会議録11月27日一02号http: 

Ilwww.kaigiroku.net/kensaku/ sagamiharal sagamihara 

html 2014 -03 -09参照)。唯一、秋田市は「歴史

公文書等」とし、その定義は「歴史資料として重

要な公文書その他の文書」であり、「特定歴史公文

書等」には団体 ・個人から市長への寄贈・寄託文

書を含める(秋田市公文書管理条例平成24年秋

田市条例第58号)。

15)佐賀県公文書館は、平成24年4月に「明治期以

降の公文書等約4万l千冊」を所蔵資料として開

館したが、佐賀県公文書館条例(第 l条 設置)で

は、その対象を「歴史資料としての価値を有する

と認められる公文書その他の記録 (以下「歴史的



文書」という。)Jとして公文書に限定していなし、

「現在は県立図書館で取り扱っている古文書につ

いて、 当館で取り扱うのかどうかなど、図書館を

中心とした他の県立の文化施設との機能分担につ

いて見直しが必要Jと、公文書館設置を受けて、

県における新たな資料保存体制の検討が課題とな

っている (注l前掲古賀論文)。

16)討論会議録「条例施行で、公文書の扱いはどう

変わるのか?J L鳥取県立公文書館研究紀要j7号、
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ズj49号、 2013年3月、参照。
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のセンターであったという視点からーJL鳥取県立
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